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証券コード 7719 
平成19年５月９日 

 
株 主 各 位 
 

東京都千代田区岩本町三丁目４番５号 
(本社）神奈川県相模原市津久井町三井315番地 

株式会社 東京衡機製造所 
代表取締役会長兼社長 岡 崎 由 雄 

 
第101回定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
 さて、当社第101回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出
席くださいますようご案内申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成19
年５月23日（水曜日）午後５時15分（株主総会日時の直前営業時間終了時）
までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 
 
記 
 

１. 日  時  平成19年５月24日（木曜日）午前10時 
２. 場  所  東京都中央区日本橋室町一丁目５番８号 
   社団法人日本橋倶楽部 ４階会議室 
   (後記「会場ご案内図」をご参照ください｡） 
３. 目的事項 
 報告事項 １．第101期（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件 

  ２．第101期（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）計算書
類の内容報告の件 

 決議事項  
 (会社提案)   
 第１号議案  定款一部変更の件 
 第２号議案  取締役４名選任の件 
 第３号議案  監査役２名選任の件 
 (株主提案)   
 第４号議案  取締役２名選任の件 
 第５号議案  取締役杉本創氏および取締役中原徹氏解任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(お願い) 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。 
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tksnet.co.jp/)に掲載させていただ
きます。 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 

(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで) 
 
１. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度における我が国経済は、原油・原材料価格の高騰や中国人

民元の切上げの影響、株式市場の低迷等の不安定要因があったものの、企業

の収益力改善に伴い民間設備投資も増加し、雇用情勢も全体としては改善し、

緩やかながらも長期的な景気回復基調を持続いたしました。 

 当社グループの属する試験機業界におきましては、国内市場は民間設備投

資が拡大基調にあり各種環境対策用試験設備や品質管理用試験設備などの需

要が堅調で、海外市場も東南アジアを中心に研究開発用試験設備や品質管理

用試験設備の需要が堅調でありました。一方、民生品業界は、いまだにデフ

レスパイラルから脱却できず、また暖冬の影響を受け冬季商品が伸び悩むな

ど市場は低迷を続けました。 

 このような状況の下、当社グループは、試験機事業では、原子力発電施設

の健全性評価や環境保全に係る高温高圧試験装置、自動車の安全性と性能に

係る性能試験装置、ならびに価格競争力のある標準型のエンジン動力計、疲

労試験機およびZwick社製材料試験機の拡販に注力し、大型高温高圧試験装置、

亜臨界水燃焼処理装置、等速ジョイント性能試験装置などの大型物件も受注

いたしました。また、子会社である株式会社東京試験機の油圧万能試験機や

シャルピー衝撃試験機の販売も堅調に推移いたしました。一方、民生品事業

では、瀋陽工場で生産しているIH電磁調理器と電動ポットが市場投入後堅調

な売上推移を示し下期の売上に大きく貢献しましたが、暖房用品であるハロ

ゲンヒーターは暖冬の影響をまともに受け前年度の数値を伸ばすことができ

ませんでした。なお、新たに当社グループに加わった上海参和商事有限公司

および無錫三和塑料製品有限公司の業績の取込みを下期より行いましたので、

売上高が大幅に増加しております。 
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 事業セグメント別売上高につきましては、以下のとおりであります。 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 増    減 
事業区分 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

試験機事業 2,321,309千円 74.0％ 2,795,228千円 55.6％ 473,918千円 20.4％ 

民生品事業 1,125,783千円 35.9％ 2,229,700千円 44.4％ 1,103,916千円 98.1％ 

消去または全社 △309,217千円 △9.9％ ―千円 ―％ 309,217千円 ―％ 

合   計 3,137,875千円 100.0％ 5,024,929千円 100.0％ 1,887,053千円 60.1％ 

 (注) 「消去または全社」の項目は、セグメント間の内部売上高の金額であります。 

 

 損益面につきましては、試験機事業では、アフターコストの発生等損益悪

化要因があったものの、徹底した内部作業の効率化と外部コストの抑制によ

り売上原価低減に努め改善がみられましたが、民生品事業では、中国におけ

る原材料価格や人件費の上昇、設備投資に伴う減価償却費の増加等により売

上原価ならびに販売費および一般管理費が増加し苦戦いたしました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,024百万円（前年同期比60.1％

増）となりましたが、営業利益は19百万円（前年同期比85.9％減）にとどま

り、経常損失27百万円（前年同期は経常利益98百万円）を計上するに至りま

した。また、当期純利益は特別利益等の増益要因があったものの28百万円 

(前年同期比73.4％減）にとどまりました。 
 
 (2) 対処すべき課題 

 今後の見通しにつきましては、原油価格の再高騰やアメリカ経済の減速、

世界的な金利上昇等の不安定要因はあるものの、引続き企業の生産、設備投

資は増加し、当面緩やかな景気回復傾向が持続するものと見込まれます。試

験機業界につきましては、国内市場は今後も各種環境対策用試験設備および

品質管理用試験設備の需要は堅調に推移し、産官学一体となった研究開発が

活発となる中で研究開発用試験機の需要も増加する傾向にあります。海外市

場も引続き東南アジアを中心に研究開発用試験設備および品質管理用試験設

備の需要が増加する見込みであります。一方、民生品業界につきましては、

熾烈な価格競争に原材料価格や人件費の高騰が重なり、厳しい状況が続くも

のと思われます。 

 このような情勢の下、当社グループは、試験機事業におきましては、以下

のとおり課題に対処いたします。 

① 高度化が求められている原子力発電施設の健全性評価試験に対応するセ

ンサー技術および試験ソフトウエアのレベルアップを進め、競合他社との

差別化を図ります。 
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② 今後実用化試験の段階に発展するとみられる超臨界ないし亜臨界条件下

における難分解物質処理装置の耐久性向上と低価格化の実現を目指して開

発・設計を行います。 

③ 日本企業の海外進出に伴い需要が増加している自動車関連業界向け性能

試験機について、製品ラインアップの充実と低価格化を進めるとともに、

中国市場を中心とする東南アジアにも営業活動展開を図ります。 

④ 企業のグローバル化に伴い試験方法とデータ評価手法の世界標準化が進

んでいる品質管理用材料試験の需要については、販売提携をしているZwick

社製品の効果的拡販を行うとともに、グループ各社の協働により標準材料

試験機の東南アジアへの営業活動展開を図ります。 

 一方、民生品事業におきましては、マーケットの伸びが期待できず中国で

の原材料価格の高騰等の影響を受ける既存家電製品については、既存ライン

ナップの部品、形状、カラー等の変更を実施しマーケットの掘起こしを進め

ます。新規商品ラインナップとしては、今後高い成長性が見込まれる「環境

安全用品」を第102期下期より市場投入できるように第１四半期中に開発を終

了させるべく活動いたしております。 

 また、当社は、新たな事業展開の一つとして、改正食品リサイクル法の施

行に対応した生ごみ処理装置の開発を進めてきましたが、幸い複数台のデモ

機を数ヶ月の間試用していただいたエンドユーザーからは概ね高い評価を得

ることができましたので、今後は、量産体制とサービス体制を構築し、早期

の営業展開開始を目指します。 

 当社グループは、今後も試験機事業および民生品事業の維持拡大に努める

とともに、成長の見込める新規事業を積極的に手掛け、収益力の拡大を目指

す所存であります。 

 なお、当期の期末配当につきましては、当期の業績および今後の事業展開

等を勘案した結果、まことに申し訳なく存じますが、引続き無配とさせてい

ただきます。早期の復配を果たすべくグループを挙げ鋭意努力いたしますの

で、株主の皆様におかれましては、何卒今後ともご支援ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 



〆≠●0 
01_0461201101905.doc 
㈱東京衡機製造所様 招集 2007/04/27 14:33印刷 4/16 
 

― 5 ― 

 (3) 設備投資等の状況 

 当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は351百万円で

あり、その主なものは、次のとおりであります。 

① 当連結会計年度中に完成した主要設備 

 ・当社 

   本社・相模工場 空調設備および外壁塗装工事 

 ・子会社 瀋陽篠辺機械製造有限公司 

   金型加工工場、機械設備の新設 

 ・子会社 無錫三和塑料製品有限公司 

   機械設備の新設 

② 当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充 

 ・子会社 瀋陽篠辺機械製造有限公司 

   木工工場の新設 

③ 重要な固定資産の売却、撤去、滅失 

  生産能力に重要な影響を及ぼす固定資産の売却、撤去または滅失はあり

ません。 

 
 (4) 資金調達の状況 

① 平成18年５月19日付で、第三者割当の方法により、社債総額1,500,000千

円の第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行いたしました。 

② 平成19年２月20日付で、第三者割当の方法により、1,000万株の新株式を

発行いたしました｡（発行価額１株につき123円、発行総額1,230,000千円） 

 

 (5) 財産および損益の状況の推移 
 

区    分 
第98期 
(平成16年２月期)

第99期 
(平成17年２月期)

第100期 
(平成18年２月期)

第101期(当期) 
(平成19年２月期) 

売 上 高 (千円) 1,241,267 2,489,035 3,137,875 5,024,929 

経 常 損 益 (千円) 25,618 46,057 98,726 △27,731 

当期純利益 (千円) 21,818 38,067 107,497 28,631 

１株当たり
当期純利益

 (円) 1.06 1.86 3.79 0.66 

総 資 産 (千円) 3,201,117 3,511,902 4,854,573 8,395,501 

純 資 産 (千円) 1,399,276 1,427,644 1,957,363 4,181,158 
 
 (注) 第98期は決算期の変更により、６ヶ月決算となっております。 
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 (6) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 重要な子会社の状況 
 
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

㈱東京試験機 50,000千円 100％ 試験・計測機器の製造販売 

㈱アジアビーアンド 
アールネットワーク 

352,500千円 100％
家庭用電気器具の企画・開
発、知的財産権の管理等 

瀋陽篠辺機械製造有限公司 428,691千円 (100％)
家庭用電気器具および射出成
型金型の製造販売、標準的試
験機の製造 

無錫三和塑料製品有限公司 237.5万米ドル 94.74％
プラスチック射出成型品、服
装副資材および射出成型金型
の製造販売 

上海参和商事有限公司 28万米ドル 100％

国際貿易、貨物・技術の輸出
入・保管、商業性簡易加工お
よび技術コンサルティングサ
ービス 

(注) 瀋陽篠辺機械製造有限公司への出資は、㈱アジアビーアンドアールネットワークを通した間接

的な出資であります。 
 
 無錫三和塑料製品有限公司および上海参和商事有限公司は、平成18年７
月１日（各社董事会承認決議日）をもって子会社として取得したものであ
ります（ただし、出資持分の代金払込完了が平成18年９月にずれ込んだた
め、業績の取込みは下期分からとなっております)。 

 
  ② その他 
 HORIBA Automotive Test System GmbH（独）との間に、試験機に関する
技術援助契約を締結しております。また、Zwick GmbH & Co. KG（独）との
間に、同社製品の日本国内における販売業務提携契約を締結しております。 

 

 (7) 主要な事業内容 
 
事業区分 事  業  内  容 

試験機事業 
動力・性能試験機、環境試験機、材料試験機、コンポーネント試
験機、構造物試験機、その他諸試験機、各種計測機器、計重機お
よびそれらの関連機器の製造・販売 

民生品事業 家庭用電気器具、射出成型金型等の製造、輸入・販売 
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 (8) 主要な営業所および工場 
  【当  社】 
 

名     称 所  在  地 

本 店 東京都千代田区 

本 社 神奈川県相模原市 

大 阪 支 店 大阪府大阪市 

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市 

相 模 工 場 神奈川県相模原市 

 
  【主要な子会社】 
 

名     称 所  在  地 

㈱ 東 京 試 験 機 愛知県豊橋市 

㈱アジアビーアンドアールネットワーク 栃木県足利市 

瀋 陽 篠 辺 機 械 製 造 有 限 公 司 中華人民共和国遼寧省瀋陽市 

無 錫 三 和 塑 料 製 品 有 限 公 司 中華人民共和国江蘇省無錫市 

上 海 参 和 商 事 有 限 公 司 中華人民共和国上海市 

 
 (9) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員 
 

従 業 員 数 前期末比増減数 

942名 416名増加 

 
  ② 当社の従業員 
 
従業員数 前期末比増減数 平均年齢 平均勤続年数 

95名 ８名増加 40.2歳 12.6年 
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 (10) 主要な借入先 
 

借  入  先 借  入  額 

株 式 会 社 横 浜 銀 行 187,500千円 

川 崎 信 用 金 庫 147,500千円 

商 工 組 合 中 央 金 庫 120,750千円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000千円 
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２. 会社の株式に関する事項 

(1)  発行可能株式総数 80,000,000株
(2)  発行済株式の総数 56,890,297株（自己株式17,436株を除く｡） 
 (注) 1. 平成18年５月19日発行の当社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（社債総額

15億円）の平成18年８月中、９月中および12月中における株式への転換により、合

計で、発行済株式総数が6,528,687株増加しております。 

2. 平成19年１月18日開催の取締役会決議に基づく平成19年２月20日付第三者割当増資

により、発行済株式総数が10,000,000株増加しております。 
(3)  株 主 数 3,858名
(4)  大 株 主 
 
順 位 株  主  名 持  株  数 

１ オカザキファンド投資事業有限責任組合 10,000千株 

２ 篠 邊 貞 道 7,118千株 

３ 日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 3,886千株 

４ ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 2,016千株 

５ 
ケービーシーユーケーサブケービーシー
インベストメンツバスケ 821004

1,426千株 

６ 
バンクオブニューヨークジーシーエム
クライアントアカウンツイーアイエスジー

1,130千株 

７ 岡 崎 由 雄 1,050千株 

８ 株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,012千株 

９ 篠 田 博 一 652千株 

10 篠 辺 千 恵 子 532千株 
 
 (注) 第１位および第２位の株主は、会社法施行規則第122条第１号所定の発行済株式の総数（自己株

式を除く｡）の10分の１以上の数の株式を有する株主であります。 
 

３. 会社の新株予約権等に関する事項 

 (1) 当事業年度末日において当社の役員が保有する新株予約権（職務執行の対

価として交付されたものに限る｡）の状況 

 該当事項はありません。 

 

 (2) 当事業年度中に当社の従業員、子会社役員およびその従業員に対して交付

した新株予約権（職務執行の対価として交付されたものに限る｡）の状況 

 該当事項はありません。 



〆≠●0 
01_0461201101905.doc 
㈱東京衡機製造所様 招集 2007/04/27 14:33印刷 9/16 
 

― 10 ― 

 (3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

 当社は、平成18年５月19日に下記要領にて第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債を発行いたしました。そのうち、当事業年度中の転換権の行使額

面累計額は９億円（転換率60％）で、発行株式数は6,528,687株、また、当事

業年度末日における未行使額面残高は６億円であります。 

 

記 

１．発 行 総 額 金15億円（額面総額15億円） 
２．発 行 価 額 額面100円につき金100円（各社債の額面金額１億円) 
３．利 率 利息は付さない。 
４．償 還 期 限 平成22年５月18日（火） 

５．新株予約権の内容 

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数  

  新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使請

求により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有す

る当社普通株式を移転（以下当社普通株式の発行又は移転を「交付」と

いう｡）する数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を下記(4)②

記載の転換価額（但し、下記(4)③又は④によって修正又は調整された場

合は修正後又は調整後の転換価額）で除して得られる最大整数とする。

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による

調整は行わない。 

(2) 発行する新株予約権の総数 15個 

(3) 新株予約権の発行価額 無償とする。 

(4) 新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

 ① 新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各社債の発行

価額と同額とする。 

 ② 新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額（以下 

｢転換価額」という｡）は当初金191円とする。 

 ③ 転換価額の修正 

   平成18年７月以降、転換価額は、毎月第１金曜日（以下「決定日」

という｡）に終了する３連続取引日（但し、株式会社東京証券取引所に

おける当社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む）がない日

は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前取引日までの

３連続取引日とする。以下「時価算定期間」という｡）の各取引日の株

式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値（気

配表示を含む）の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を切り上げる｡）に修正（以下、修正され
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た転換価額を「修正後転換価額」という｡）される。但し、かかる算出

の結果、修正後転換価額が当初転換価額の150％（円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を切り上げる。以下「上限転換価額」と

いう。但し、下記④による調整を受ける｡）を上回ることとなる場合に

は、修正後転換価額は上限転換価額とし、修正後転換価額が当初転換

価額の50％（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り

上げる。以下「下限転換価額」という。但し、下記④による調整を受

ける｡）を下回ることとなる場合には、修正後転換価額は下限転換価額

とする。なお、時価算定期間内に、転換価額の調整事由が生じた場合

には、修正後転換価額は、本新株予約権付社債の要項に従い当社が適

当と判断する値に調整される。 

 ④ 転換価額の調整 

   当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社の発行済普通株式数に

変更を生じる場合若しくは変更を生ずる可能性がある場合又は当社の

資産を株主に分配する場合（年次配当及び中間配当を除く）は、次に

定める算式をもって転換価額を調整する。 
 

新発行・処分株式数 × 1 株あたりの発行･処分価額 既発行

株式数
＋

時    価 

 

調 整 後 

転換価額 

 

＝ 

 

調 整 前

転換価額

 

×
既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 
    上記において「時価」とは、取締役会決議の日又はその他の決定日

に終了する３連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の平均値とする。 

(5) 新株予約権の行使請求期間 

  平成18年５月31日（水）から平成22年５月17日（月）まで 

(6) その他の新株予約権の行使の条件 

  当社が本社債を繰上償還する場合又は当社が本社債につき期限の利益

を喪失した場合には、繰上償還に係る通知の日又は期限の利益の喪失日

以後本新株予約権を行使することはできない。また、各本新株予約権の

一部行使はできないものとする。 

(7) 新株予約権の消却事由及び消却の条件 

  消却事由は定めない。 

(8) 新株予約権の発行価額を無償とする理由及びその行使に際して払込を

なすべき額の算定理由 

  新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであり、

本社債からの分離譲渡はできず、かつ本新株予約権が行使されると代用

払込により本社債は消滅し、本社債と本新株予約権が相互に密接に関連
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することを考慮し、また、本新株予約権の価値と、本社債の利率、発行

価額等のその他の発行条件により得られる経済的価値とを勘案して、そ

の発行価額を無償とした。また、本新株予約権付社債が転換社債型新株

予約権付社債であることから、本新株予約権１個の行使に際して払込を

なすべき額は本社債の発行価額と同額とし、当初の転換価額は、平成18

年４月27日の直前の株式会社東京証券取引所において当社普通株式の普

通取引が行われる日に終了する３連続取引日の各取引日の当社普通株式

の普通取引の終値（気配表示を含む）の平均値の90％に相当する金額 

(円位未満切上げ）とした。 

６．募 集 方 法 

  第三者割当の方法により、DKR Soundshore Oasis Holding Fund Ltd.及

びCEDAR DKR Holding Fund Ltd.に割り当てる。 
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４. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 
氏  名 地位および担当 他の法人等の代表状況等 

岡 崎 由 雄 代表取締役会長兼社長 隅田冷凍工業㈱代表取締役会長 

村 松  剛 代表取締役副社長（民生品事業管掌)  
藤 井  勉 取締役副社長（試験機事業管掌兼経営企画室参与)  
平 岡 昭 一 取締役（管理部門管掌兼経営企画室参与)  
篠 田 博 一 取締役 ㈱アジアビーアンドアールネットワーク代表取締役社長 

日本精密㈱取締役 

大 塚 一 郎 取締役 大塚産業㈱代表取締役社長 

中 原  徹 取締役（経営企画室参与） ㈱フューチャーフィナンシャルコンサルタンツ 
代表取締役 

杉 本  創 取締役（経営企画室長） 日本精密㈱取締役 

谷 本 俊 嗣 常勤監査役  

江 田  巧 監査役 江田巧税理士事務所所長 

上 田 太 郎 監査役 鹿内上田犬塚法律事務所パートナー 
 
(注) 1. 平成18年５月25日開催の第100回定時株主総会において、新たに上田太郎氏が監査役に選任

され就任いたしました。 

2. 平成18年５月25日開催の第100回定時株主総会終結の時をもって、取締役佐藤良則、川松満、

江原正人および監査役浅岡省吾の各氏は、任期満了により退任いたしました。なお、佐藤良

則氏および川松満氏は、取締役退任後、執行役員に就任いたしました。 

3. 取締役大塚一郎氏は、社外取締役であります。 

4. 監査役江田巧氏および上田太郎氏は、社外監査役であります。 

5. 監査役江田巧氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。 

6. 監査役上田太郎氏は、弁護士の資格を有しており、会社法務に関する相当程度の知見を有す

るものであります。 
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 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 
 
区 分 支給人員 支給額 摘   要 

取締役 ８名 57,610千円 うち社外１名1,200千円 

監査役 ３名 14,880千円 うち社外２名4,560千円 

合 計 11名 72,490千円  
 
 (注) 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 
 
 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 社外取締役に関する事項 

 取締役大塚一郎氏は、当社グループと民生品事業関係で取引のある大塚
産業株式会社の代表取締役社長を兼職しております。 

 
  ② 社外監査役に関する事項 

 監査役江田巧氏および上田太郎氏と当社の取引関係はありません。 
 
  ③ 社外役員の当事業年度における主な活動状況 
 
区 分 氏  名 取締役会出席回数 監査役会出席回数 主な活動状況 

取締役 大 塚 一 郎 20回中 17回 ― 

企業の一経営者として第三

者的立場から、議案等につ

き必要な発言を適宜行って

おります。 

監査役 江 田  巧 20回中 18回 10回中 10回

税務・会計の専門家である
税理士の立場から、議案等
につき必要な発言を適宜行
っております。 

監査役 上 田 太 郎 14回中 14回 ７回中 ７回

企業法務の専門家である弁
護士の立場から、議案等に
つきコンプライアンス上必
要な発言を適宜行っており
ます。 

 
 (注) 監査役上田太郎氏は、当事業年度中の平成18年５月25日より監査役に就任しております。 
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５. 会計監査人の状況 

 (1) 会計監査人の名称 
   新日本監査法人 
 
 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
  ① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 
    13,500千円 
  ② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
    13,500千円 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監

査の監査報酬の額を区分していないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。 

 
 (3) 非監査業務の内容 
   該当事項はありません。 
 
 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
   当社では、当社都合による場合のほか、会計監査人が会社法・公認会計士
法等の法令に違反・抵触した場合および公序良俗に反する行為があったと判
断した場合に、監査役会がその事実に基づき会計監査人の解任または不再任
の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、当社監査役会規
則に則り会計監査人の解任または不再任を株主総会の付議議案とすることを
取締役会へ請求し、取締役会がそれを審議いたします。 

 

６. 会社の体制および方針 

 (1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他業務の適正を確保するための体制 

  ① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制 

   イ．当社は、コンプライアンス全体を統括し執行部門から独立した内部監
査部門として、取締役会直轄の内部統制管理室を設置しております。 

   ロ．役員、使用人に対し、コンプライアンスに関する研修等を行うことに
より、法令等の知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識の醸成に
努めております。 

   ハ．取締役は、法令定款違反行為を発見した場合その他コンプライアンス
に関する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査役会および取締役
会に報告することとしており、ガバナンス体制の強化を図っております。 

   ニ．取締役は、当社の内部通報制度および内部通報の窓口を、全従業員に
周知徹底しております。 
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  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
    取締役は、職務の執行に係る情報については、情報管理規程に基づき適
切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理しております。 

  ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
   イ．取締役は、内部監査規程に従い、内部統制管理室による業務監査が適
切に行われているか否かを監督し、当社内部監査体制に問題がある場合
には直ちにこれを改善することとしております。 

   ロ．各部門は、それぞれの部門の潜在リスクの洗い出しを行い、それに順
次対応していくことで内部統制システムの改良に繋げるようにしており
ます。 

   ハ．各部門の長は、定期的にリスク管理の状況を内部統制管理室に報告し、
内部統制管理責任者は、それを監査役会および取締役会に報告しており
ます。 

  ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制 
   イ．当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定および取
締役の業務執行状況の監督等を行っております。 

   ロ．業務の運営については、年度予算を立案し、全社的な目標を設定し、
各部門においては、その目標達成に向け具体策の立案を行っております。 

  ⑤ 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の
適正を確保するための体制 

   イ．グループ企業各社における業務の適正を確保するため、グループ企業
全てに適用する行動指針を定め、これを基礎として、グループ企業各社
の諸規程を定めるものとしております。 

   ロ．子会社管理の担当部署、担当役員を置き、子会社管理規程を定め、子
会社の状況に応じて必要・適切な管理を行うこととしております。 

  ⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する体制 

    監査役会がその職務を補助すべきスタッフを求めた場合には、その具体
的な内容につき監査役会と相談し、適切な従業員を配置します。なお、平
成19年２月28日現在、監査役会は監査役の職務を補助すべきスタッフを置
くことを求めておりません。 

  ⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 
   イ．監査役の職務を補助すべきスタッフの人事については、取締役と監査
役で意見交換を行い独立性の確保に努めることとしております。 

   ロ．監査役の職務を補助すべきスタッフは、業務の執行に係る役職を兼務
しないものとしております。 
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  ⑧ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への
報告に関する体制 

   イ．取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、定期的に監
査役会に所定の事項を報告することとしております。なお、主な報告事
項は次のとおりであります。 

    ・当社の内部統制に関わる部門の活動状況 
    ・当社の子会社、関連会社の監査役および内部統制部門の活動状況 
    ・当社の重要な会計方針、会計基準およびその変更 
    ・業績および業績見込の発表内容、ならびに重要開示書類の内容 
    ・内部通報制度の運用および通報の内容 
  ⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
   イ．監査役は、監査法人および内部統制管理室との連携体制を充実し、効
果的な監査業務を実施するよう努めております。 

   ロ．代表取締役社長は、監査役との定期的な意見交換を実施し、適切な意
思の疎通を図っております。 

 
 (2) 株式会社の支配に関する基本方針 
   特記すべき事項はありません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成19年２月28日現在) 
(単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
 

流 動 負 債 
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年以内返済予定の長期借入金
１年以内に償還期限の到来する社債
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 金
未 払 費 用
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債 
社 債
新株予約権付社債
長 期 借 入 金
再評価に係る繰延税金負債
退職給付引当金
そ の 他

 

 
2,447,323 
1,220,084 
440,532 
128,680 
80,000 
57,424 
56,608 
141,142 
141,411 
35,499 
145,939 
1,767,018 
370,000 
600,000 
192,750 
451,019 
134,334 
18,915 
 

負 債 合 計 4,214,342 

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 
為替換算調整勘定 
少数株主持分 
 

 
3,475,639 
2,012,005 
1,255,595 
211,325 

△  3,286 
 681,093 
266 

617,249 
63,577 
24,425 
 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

保 険 積 立 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

繰 延 資 産 

株 式 交 付 費 

社 債 発 行 費 
 

 
5,374,102 

1,970,084 

2,219,414 

859,918 

26,947 

349,388 

△  51,650 

2,950,143 

2,636,101 

531,274 

438,246 

1,434,395 

108,933 

123,252 

216,770 

169,869 

46,900 

97,271 

12,988 

23,828 

29,571 

30,883 

71,254 

43,156 

28,098 
 
純 資 産 合 計 4,181,158 

資 産 合 計 8,395,501 負債及び純資産合計 8,395,501 
 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで) (単位：千円)
 

科          目 金      額 

売 上 高 5,024,929 

売 上 原 価 4,059,212 

売 上 総 利 益 965,716 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 946,491 

営 業 利 益  19,225 

営 業 外 収 益 34,644 

受 取 利 息 8,895  

受 取 配 当 金 893  

賃 貸 不 動 産 収 入 13,577  

そ の 他 11,277  

営 業 外 費 用 81,601 

支 払 利 息 16,547  

社 債 利 息 3,956  

手 形 譲 渡 損 1,268  

株 式 交 付 費 償 却 6,130  

社 債 発 行 費 償 却 14,400  

賃 貸 不 動 産 費 用 12,126  

為 替 差 損 9,476  

そ の 他 17,694  

経 常 損 失 27,731 

特 別 利 益 111,917 

製 品 補 償 引 受 金 111,917  

特 別 損 失 16,026 

固 定 資 産 除 却 損 12,997  

固 定 資 産 減 損 損 失 3,029  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 68,158 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 66,134  

法 人 税 等 調 整 額 △   25,378 40,755 

少 数 株 主 損 失 1,228 

当 期 純 利 益 28,631 
 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで) 
 

(単位：千円)  
株   主   資   本 

 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成18年２月28日残高 938,800 198,800 189,562 △ 2,585 1,324,577 

当連結会計年度中の変動額  

新株予約権付社債の行使 453,205 446,794 900,000 

新 株 の 発 行 620,000 610,000 1,230,000 

自 己 株 式 の 取 得 △   701 △   701 

当 期 純 利 益 28,631 28,631 

土地再評価差額金の取崩 △ 6,867 △ 6,867 

株主資本以外の項目の当連結 
会計年度中の変動額（純額） 

 

当連結会計年度中の変動額合計 1,073,205 1,056,794 21,763 △   701 2,151,062 

平成19年２月28日残高 2,012,005 1,255,595 211,325 △ 3,286 3,475,639 

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成18年２月28日残高 253 610,381 22,150 632,786 ― 1,957,363 

当連結会計年度中の変動額  

新株予約権付社債の行使 900,000 

新 株 の 発 行 1,230,000 

自 己 株 式 の 取 得 △   701 

当 期 純 利 益 28,631 

土地再評価差額金の取崩 6,867 6,867 ― 

株主資本以外の項目の当連結 
会計年度中の変動額（純額） 

13 41,426 41,439 24,425 65,864 

当連結会計年度中の変動額合計 13 6,867 41,426 48,307 24,425 2,223,794 

平成19年２月28日残高 266 617,249 63,577 681,093 24,425 4,181,158 

 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

[連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記] 
１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 株式会社アジアビーアンドアールネットワーク 

 瀋陽篠辺機械製造有限公司（中国） 

 株式会社東京試験機 

 無錫三和塑料製品有限公司（中国） 

 上海参和商事有限公司（中国） 

   上記のうち、無錫三和塑料製品有限公司および上海参和商事有限公司は、当連結会計年度に

おいて新たに出資持分を取得したことにより連結の範囲に含めております。 

２. 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

３. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券  

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

② デリバティブ 時価法 

③ たな卸資産  

 商品、製品・半製品、仕掛品 個別法による原価法 

 原材料、貯蔵品 移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 定率法 

ただし、法人税法の改正に伴い平成10年４月１日以

降に取得した建物は定額法を採用しております。 

また、在外連結子会社等は主として定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物   ７年～45年 

 機械装置及び運搬具 ６年～17年 

 無形固定資産 定額法 

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れの損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収の可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準に

より当期の負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異（241,439千円）につい

ては、15年による按分額を費用処理しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 繰延資産の処理方法 

株式交付費 定額法。ただし、前連結会計年度以前に発注したも

のについては旧商法施行規則の規定する期間（３

年）により均等償却しております。 

社債発行費 定額法。ただし、前連結会計年度以前に発注したも

のについては旧商法施行規則の規定する期間（３

年）により均等償却しております。 

② 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

③ ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワ

ップについて特例処理の要件を満たしている場合

は、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段     ヘッジ対象  

 金利スワップ    借 入 金 

ヘッジ方針 為替相場や金利の市場変動によるリスクを回避する

ためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的

のものはありません。 

ヘッジ有効性の評価 特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。 

④ 消費税等の会計処理 

  税抜方式 

⑤ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直接為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４. 連結子会社の資産及び負債の評価方法に関する事項 

   全面時価評価方法によっております。 

５. のれんの償却に関する事項 

   20年間の定額法で償却を行っております。 
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[会計方針の変更] 
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

１. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当連結会計年度より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

なお、これまでの資本の部に相当する金額は4,156,733千円であります。 

２. 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（｢固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書｣（企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針｣（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。 

なお、この変更に伴い、税金等調整前当期純利益は3,029千円減少しており、減損損失累計額に

ついては、当該資産の金額から直接控除しております。 

３. 繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 

当連結会計年度より､「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い｣（企業会計基準委員会 平成

18年８月11日実務対応報告第１号）を適用しており、前連結会計年度における「新株発行費」は、

当連結会計年度より「株式交付費」として表示する方法に変更しております。 

なお、この変更に伴い、経常利益および税金等調整前当期純利益は13,764千円増加しております。 

４. 売上計上基準の変更 

従来、当社の試験機事業における現地据付調整を伴う試験機売上計上は出荷基準を採用しており

ましたが、当連結会計年度より検収基準に変更いたしました。この変更は、当事業における試験

機の高度化、個別仕様による特殊化等により試験機出荷日から現地据付調整完了後の検収までの

期間が長期化する傾向にあることから、売上計上基準を客観性、確実性のある検収基準に変更す

ることにより、適正な期間損益計算を行うため実施するものであります。 

この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と比較し、売上高は43,313千円減少し、営業利

益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ15,623千円減少しております。 

 
［連結貸借対照表に関する注記］ 
１. 担保に供している資産 

  土 地 1,279,293千円

  建 物 及 び 構 築 物 270,737千円

  合 計 1,550,030千円

   担保に係る債務 

  短 期 借 入 金 160,724千円

  一年以内に返済予定の長期借入金 128,680千円

  長 期 借 入 金 192,750千円

  合 計 482,154千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,639,403千円

３. 受取手形割引高 22,820千円

   受取手形裏書譲渡高 10,718千円
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４. 土地の再評価 

｢土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき事業用土地の再評

価を行い、評価差額については当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

   再評価の方法 ｢土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布 政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税

評価額（平成12年１月１日基準日）に基づいて算出して

おります。 

   再評価を行った年月日 平成12年11月30日 

   再評価を行った土地の期末日における

   時価と再評価後の帳簿価額との差額 
  △644,228千円 

 

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］ 

当該連結会計年度の末日における発行済株式の数 普通株式 56,907,733株

 

［１株当たり情報に関する注記］ 

１. １株当たり純資産額 73円07銭 

２. １株当たり当期純利益 ０円66銭 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 平成19年４月16日 

 
株式会社東京衡機製造所 
 
 取締役会 御中 

 
新日本監査法人 

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 浜 田 正 継 ㊞ 

    
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 大 津 素 男 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社東京衡機製造所の平

成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社東京衡機製造所及びその連結子会社から成る

企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、

会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、

会社は当連結会計年度より試験機事業における売上計上基準を出荷基準から検収基準

に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成19年２月28日現在) 
(単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
 

流 動 負 債 
支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内に償還期限の到来する社債

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

前 受 金

そ の 他

固 定 負 債 

社 債

新株予約権付社債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

受 取 敷 金

再評価に係る繰延税金負債
 

 
1,483,306 

531,877 

264,980 

443,680 

80,000 

15,416 

49,720 

16,126 

29,129 

39,282 

13,094 

1,749,903 

370,000 

600,000 

192,750 

134,334 

1,800 

451,019 
 

負 債 合 計 3,233,210 

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 

 

 
3,523,733 
2,012,005 
1,314,755 
 1,314,755 
200,259 
66,800 
133,459 
133,459 

△  3,286 
617,516 
266 

617,249 
 

 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
製 品 
半 製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
短 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
無形固定資産 
特 許 権 
ソ フ ト ウ エ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
借 家 敷 金 
保 険 積 立 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
繰 延 資 産 
株 式 交 付 費 
社 債 発 行 費 

 

 
3,944,515 
1,588,558 
809,179 
675,314 
77,349 
1,629 
19,521 
268,477 
1,744 
193,919 
7,990 
152,516 
18,800 
131,179 

△  1,668 
3,358,690 
1,736,638 
185,718 
2,638 
81,068 
7,087 
19,114 
1,434,395 
6,615 
7,094 
2,799 
2,321 
1,974 

1,614,956 
12,988 
996,762 
180 
532,000 
4,241 
10,842 
23,828 
29,418 
5,226 

△   532 
71,254 
43,156 
28,098 
 
純 資 産 合 計 4,141,250 

資 産 合 計 7,374,460 負債及び純資産合計 7,374,460 
 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで) (単位：千円)
 

科          目 金      額 

売 上 高 3,329,828 

売 上 原 価 2,652,385 

売 上 総 利 益 677,442 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 618,456 

営 業 利 益  58,985 

営 業 外 収 益 43,683 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,202  

賃 貸 不 動 産 収 入 17,167  

そ の 他 6,313  

営 業 外 費 用 66,109 

支 払 利 息 10,460  

社 債 利 息 3,956  

手 形 譲 渡 損 1,268  

株 式 交 付 費 償 却 6,130  

社 債 発 行 費 償 却 14,400  

賃 貸 不 動 産 費 用 12,126  

為 替 差 損 1,414  

そ の 他 16,351  

経 常 利 益 36,559 

特 別 損 失 3,029 

固 定 資 産 減 損 損 失 3,029  

税 引 前 当 期 純 利 益 33,530 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,200  

法 人 税 等 調 整 額 △ 19,900 △ 11,700 

当 期 純 利 益 45,230 
 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで) (単位：千円)
 

株 主 資 本 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金
 

資 本 金
資本準備金 利益準備金

繰越利益剰余金

利益剰余金 
合 計 

平成18年２月28日残高 938,800 257,960 66,800 95,097 161,897 

当事業年度中の変動額  

新株予約権付社債の行使 453,205 446,794  

新 株 の 発 行 620,000 610,000  

自 己 株 式 の 取 得  

当 期 純 利 益 45,230 45,230 

固 定 資 産 の 減 損 △ 6,867 △ 6,867 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当事業年度中の変動額(純額) 

 

当事業年度中の変動額合計 1,073,205 1,056,794 ― 38,362 38,362 

平成19年２月28日残高 2,012,005 1,314,755 66,800 133,459 200,259 

 
 

株 主 資 本 評価・換算差額等 
 

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

純資産合計 

平成18年２月28日残高 △ 2,585 1,356,072 253 610,381 610,635 1,966,707 

当事業年度中の変動額  

新株予約権付社債の行使 900,000 900,000 

新 株 の 発 行 1,230,000 1,230,000 

自 己 株 式 の 取 得 △  701 △  701 △  701 

当 期 純 利 益 45,230 45,230 

固 定 資 産 の 減 損 △ 6,867 6,867 6,867 ― 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当事業年度中の変動額(純額) 

13 13 13 

当事業年度中の変動額合計 △  701 2,167,661 13 6,867 6,880 2,174,542 

平成19年２月28日残高 △ 3,286 3,523,733 266 617,249 617,516 4,141,250 
 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 
１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 
 
２. デリバティブの評価基準及び評価方法  時価法 

３. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品・半製品、仕掛品 個別法による原価法 

原材料、貯蔵品 移動平均法による原価法 

４. 固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 定率法 

ただし、法人税法の改正に伴い平成10年４月１日以

降に取得した建物は定額法を採用しております。 

無形固定資産 定額法 

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。 

５. 引当金の計上基準 

 貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒れの損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収の可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準に

より当期の負担額を計上しております。 

 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（241,439千円）について

は、15年による按分額を費用処理しております。 

６. 繰延資産の処理方法 

株式交付費 定額法。ただし、前事業年度以前に発生したものに

ついては旧商法施行規則の規定する期間（３年）に

より均等償却しております。 

社債発行費 定額法。ただし、前事業年度以前に発生したものに

ついては旧商法施行規則の規定する期間（３年）に

より均等償却しております。 

７. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
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８. ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワ

ップについて特例処理の要件を満たしている場合

は、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段     ヘッジ対象  

 金利スワップ    借 入 金 

ヘッジ方針 為替相場や金利の市場変動によるリスクを回避する

ためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的

のものはありません。 

ヘッジ有効性の評価 特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。 

９. 消費税等の会計処理 税抜方式 

10. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への 

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直接為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

11. 会計方針の変更  

貸借対照表の純資産の部の表示に 

関する会計基準 

当事業年度より､「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準｣（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

なお、これまでの資本の部に相当する金額は

4,141,250千円であります。 

固定資産の減損に係る会計基準 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準 

(｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書｣（企業会計審議会 平成14年８月９日)）およ

び ｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

この変更に伴い、税引前当期純利益は3,029千円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、当該資産の金額

から直接控除しております。 

繰延資産の会計処理に関する当面の 

取扱い 

当事業年度より､「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い｣（企業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第１号）を適用しており、前事業年度

における「新株発行費」は、当事業年度より「株式

交付費」として表示する方法に変更しております。 

なお、この変更に伴い、経常利益および税引前当期

純利益は13,764千円増加しております。 
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売上計上基準の変更 従来、当社の試験機事業における現地据付調整を伴

う試験機売上計上は出荷基準を採用しておりました

が、当事業年度より検収基準に変更いたしました。

この変更は、当事業における試験機の高度化、個別

仕様による特殊化等により試験機出荷日から現地据

付調整完了後の検収までの期間が長期化する傾向に

あることから、売上計上基準を客観性、確実性のあ

る検収基準に変更することにより、適正な期間損益

計算を行うため実施するものであります。 

この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と

比較し、売上高は43,313千円減少し、営業利益、経

常利益および税引前当期純利益はそれぞれ15,623千

円減少しております。 

 
［貸借対照表に関する注記］ 
１. 担保に供している資産 

  土 地 1,279,293千円

  建 物 184,096千円

  合 計 1,463,389千円

   担保に係る債務 

  短 期 借 入 金 115,000千円

  一年以内に返済予定の長期借入金  128,680千円

  長 期 借 入 金 192,750千円

  合 計 436,430千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,182,142千円

３. 関係会社に対する金銭債権債務の額

    短期金銭債権 384,344千円

    短期金銭債務 1,254千円

    長期金銭債権 532,000千円

４. 受取手形割引高 22,820千円

   受取手形裏書譲渡高 10,718千円

５. 土地の再評価 

｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律｣（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき事業用土地の再評

価を行い、評価差額については当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

   再評価の方法 ｢土地の再評価に関する法律施行令｣（平成10年３月31日

公布 政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税

評価額（平成12年１月１日基準日）に基づいて算出して

おります。 

   再評価を行った年月日 平成12年11月30日 

   再評価を行った土地の期末日における

   時価と再評価後の帳簿価額との差額 
  △644,228千円 
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［損益計算書に関する注記］ 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高の総額 439,979千円

 営業取引以外の取引による取引高の総額 15,828千円

 

［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 56,907,733株

２. 当該事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 17,436株

 

［税効果会計に関する注記］ 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金 54,539千円

たな卸資産評価損 5,320千円

賞 与 引 当 金 11,826千円

減 損 損 失 4,018千円

未 払 事 業 税 3,016千円

そ の 他 4,918千円

繰延税金資産小計 83,639千円

評 価 性 引 当 額 △35,239千円

繰延税金資産合計 48,400千円

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額 △182千円

繰延税金負債合計 △182千円

 

繰延税金資産の純額 48,218千円

 

再評価に係る繰延税金資産 

土地再評価差額 20,090千円

評 価 性 引 当 額 △20,090千円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―千円

 

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額 △451,019千円

再評価に係る繰延税金負債合計 △451,019千円
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２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となったときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整） 

交際費等永久に損金算入されない項目 5.2％

住民税均等割等 8.0％

繰越欠損金 △75.8％

その他 △12.9％

税効果適用後の法人税等の負担率 △34.9％

 
［リースにより使用する固定資産に関する注記］ 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 取得価額相当額(千円） 減価償却累計額相当額(千円) 期末残高相当額(千円） 

機 械 装 置 38,675 5,994 32,731 

工 具 器 具 備 品 35,277 17,343 17,933 

合 計 73,952 23,287 50,664 
 
 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

２. 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 13,501千円

１年超 37,163千円

合 計 50,664千円
 
 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

３. 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 10,027千円

減価償却費相当額 10,027千円

４. 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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［関連当事者との取引に関する注記］ 
役員及び個人主要株主等 
 

関係内容 
属 性 
氏名または 
会 社 等 の 
名 称 

住 所 
資本金 
(千円) 

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割 合

役員の
兼任等
事業上
の関係

取引の
内 容

取引金額
(千円)

科 目 
期末残高 
(千円) 

日用品
の販売
(※１)
1,008,952

受取手形 
及び売掛金 

644,198 

賃金の
貸付 
(※２)

320,000 短期貸付金 ― (注)１ プラコム㈱ 
栃木県 
足利市 

250,000 
日用品 
雑貨販売

直接 
0.35％
なし
商品の
販売

貸付金
利息 
(※２)

7,978 受取利息 ― 

原材料
の仕入
(※３)

19,430 買掛金 ― 

(注)２ 大塚産業㈱ 
東京都 
墨田区 

50,000 
樹脂材料
販売 

直接 
0.7％
なし
原材料
の仕入
子会社
出資持
分の取
得 
(※４)

370,000 未払金 ― 

 
 (注) 1. 主要株主（個人）及び近親者が議決権の過半数を有している会社等（当該会社等の子会社を含む） 

2. 役員及び近親者が議決権の過半数を有している会社等 

3. プラコム㈱は、当社の主要株主篠邊貞道氏が議決権の79.6％を所有する会社であります。 

4. 大塚産業㈱は、当社の社外取締役大塚一郎氏が議決権の72.0％を所有する会社であります。 

5. 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

6. 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  ※１ 日用品の販売は原価に一定の仕切率を乗じて決定しております。 

  ※２ 資金の貸付は市場金利を勘案して決定しております。 

  ※３ 原材料の仕入は一般的な市場価格を勘案して決定しております。 

  ※４ 子会社出資持分の価格は鑑定額を勘案して決定しております。 

7. 当社は平成18年４月27日に大塚産業㈱との間で無錫三和塑料製品有限公司の出資持分の取得に係る売買契約を

締結しております。 

 
［１株当たり情報に関する注記］ 
１. １株当たり純資産額 72円79銭

２. １株当たり当期純利益 １円05銭
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 平成19年４月16日 

 
株式会社東京衡機製造所 
 
 取締役会 御中 

 
新日本監査法人 

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 浜 田 正 継 ㊞ 

    
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 大 津 素 男 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東京衡機製造

所の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第101期事業年度の計算書類、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附

属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に

係る会計基準を適用している。 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より試験機事業におけ

る売上計上基準を出荷基準から検収基準に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部統制管
理室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。 
 また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。 
 子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方
法に基づき、当該連結会計年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」として会社計算規則第159条各号に掲げる事項を整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 以上の方法に基づき、当該連結会計年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。 
２. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 
一．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。 

二．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。 

三．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムの構築及び運用に関する取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
  会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
(3) 連結計算書類の監査結果 
  会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 

平成19年４月18日 
 

株式会社東京衡機製造所 監査役会 
 

常 勤 監 査 役  谷 本 俊 嗣 ㊞ 
監査役（社外監査役）  江 田   巧 ㊞ 
監査役（社外監査役）  上 田 太 郎 ㊞ 

  
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 
（会社提案） 

第１号議案 定款一部変更の件 

1. 変更の理由 

 今後の事業構造改革、事業拡大および新製品開発に必要となりうる資

金の調達に備えるため、発行可能株式総数を増加するものであります。 

2. 変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 
（下線は変更部分を示します｡） 

現 行 定 款 変  更  案 
 

第２章 株 式 
 

 (発行可能株式総数) 
第５条 当会社の発行可能株式総数は､

8,000万株とする。 
 

 
第２章 株 式 
 

 (発行可能株式総数) 
第５条 当会社の発行可能株式総数は､ 

１億3,000万株とする。 
 

 

第２号議案 取締役４名選任の件 

 当社の今後の事業展開を見据え、経営体制の一層の充実強化を図るた

め、取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、今回選任

をお諮りする増員取締役の任期は、現任取締役の任期の満了すべき時ま

でとなります。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況 
所有する当 
社株式の数 

１ 
五 島 康 雄 
 

(昭和17年２月20日生) 

昭和40年４月 伊藤忠商事㈱入社 

昭和59年５月 同社鉄鋼貿易開発部市場開発課長

平成元年４月 同社金属部門企画統括部長 

平成８年６月 同社取締役 

平成10年４月 同社常務取締役鉄鋼部門長 

平成12年６月 伊藤忠倉庫㈱（現㈱アイ・ロジス

ティクス）取締役社長 

平成15年６月 同社取締役会長 

平成16年６月 同社相談役（平成17年６月退任）

平成19年３月 当社特別顧問就任 

       現在に至る 

0株 
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況 
所有する当 
社株式の数 

２ 
佐 伯 英 隆 
 

(昭和26年３月29日生) 

昭和49年４月 通商産業省入省 
平成５年７月 資源エネルギー庁長官官房国際資

源課長 
平成７年５月 在ジュネーブ日本政府代表部参事

官（ＷＴＯ担当） 
平成10年８月 島根県警察本部長 
平成12年８月 通商産業省大臣官房審議官 
平成15年４月 独立行政法人経済産業研究所副所長
平成16年８月 経済産業研修所長（同年９月退官)
平成16年10月 ㈱イリス経済研究所代表取締役 
平成18年４月 京都大学公共政策大学院特別教授
       現在に至る 

0株 

３ 
山 本 勝 三 
 

(昭和40年２月23日生) 

昭和63年４月 ファーストボストン証券会社東京
支店入社 

平成10年６月 ㈱日本興業銀行ポートフォリオマ
ネージャー 

平成12年９月 クレディ・リヨネ証券会社東京支店
プロダクトマーケティング部部長 

平成14年６月 コメルツ証券会社東京支店 
平成15年４月 みずほ証券㈱エレクトリック・ト

レーディングデスクマネージャー
平成16年８月 ドイツ証券会社東京支店エクスキ

ューション・マーケティング部デ
ィレクター 

平成17年４月 ドリームテクノロジーズ㈱代表取
締役社長 

平成18年３月 ㈱ウィルウェイ代表取締役社長 
       現在に至る 

0株 

４ 
藤 澤 賢 憲 
 

(昭和20年１月１日生) 

昭和61年７月 ㈱富士エンタープライズ代表取締役
平成６年１月 ㈱ワシントン営業部長 
平成６年２月 同社取締役 
平成15年４月 堀田産業㈱取締役（平成16年３月

辞職） 
平成18年４月 ㈱Ａ．Ｃホールディングス事業本

部長 
平成18年12月 シルバー精工㈱取締役 
       現在に至る 

0株 

  
 (注) 1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はございません。 
    2. 会社法施行規則第74条第４項所定の社外取締役候補者に関する事項 

佐伯英隆、山本勝三および藤澤賢憲の各氏は、社外取締役候補者であります。 
① 佐伯英隆氏は国内外の経済情勢、グローバルな事業戦略および環境・エネルギー分野に関
する専門的な知識、経験等を有しておりますので、その知識、経験等を当社の経営に活か
していただきたく社外取締役候補者といたしました。 

② 山本勝三氏は金融・証券の分野において豊富な知識、経験等を有しておりますので、その
知識、経験等を当社の経営に活かしていただきたく社外取締役候補者といたしました。 

③ 藤澤賢憲氏は会社経営に関する豊富な知識、経験等を有しておりますので、その知識、経
験等を当社の経営に活かしていただきたく社外取締役候補者といたしました。 
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第３号議案 監査役２名選任の件 

 本定時株主総会終結の時をもって監査役１名が任期満了となりますの

で、監査体制の充実強化を期して１名増員し、監査役２名の選任をお願

いいたしたいと存じます。なお、本議案につきましては、監査役会の同

意を得ております。 

 監査役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況 
所有する当 
社株式の数 

１ 
江 田   巧 
 

(昭和７年１月10日生) 

昭和25年４月 広島国税局入局 

昭和50年７月 国税庁長官官房総務課課長補佐 

昭和54年７月 日本橋税務署副署長 

平成元年７月 京橋税務署長 

平成２年８月 江田巧税理士事務所所長 

平成５年２月 当社監査役就任 

       現在に至る 

27,000株 

２ 
小 林 大 機 
 

(昭和17年２月１日生) 

昭和41年４月 住友金属工業㈱入社 

昭和54年４月 動力炉核燃料開発事業団（出向）

昭和57年４月 住友金属工業㈱本社技術部 

昭和59年４月 同社特許室 

平成２年４月 住金コスモプランズ㈱国際部長 

平成14年３月 同社定年退職 

       現在に至る 

0株 

  
 (注) 1. 監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はございません。 

    2. 会社法施行規則第76条第４項所定の社外監査役候補者に関する事項 

      江田巧氏および小林大機氏は、社外監査役候補者であります。 

     ① 江田巧氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、税務・会計の分野において豊

富な知識、経験等を有し、独立の第三者の立場から公正かつ適切に社外監査役の職務を遂

行いただけるものと判断し社外監査役候補者といたしました。なお、同氏の当社社外監査

役就任期間は14年になります。 

     ② 小林大機氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、製造会社の技術管理および

海外業務に関する豊富な知識、経験等を有し、多角的な視点から公正かつ適切に社外監査

役の職務を遂行いただけるものと判断し社外監査役候補者といたしました。 
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（株主提案） 

第４号議案から第５号議案までは株主提案によるものであります。 

  

第４号議案 取締役２名選任の件 

(1) 提案の内容 

 取締役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況 
所有する当 
社株式の数 

１ 
江 原 正 人 
 

(昭和15年８月19日生) 
㈱正立 代表取締役 235,000株 

２ 
北 詰 壽 美 
 

(昭和27年12月20日生) 
プラコム㈱ 取締役 0株 

 
 (注) 1. 江原正人氏はプラコム㈱と取引関係があります。北詰壽美氏はプラコム㈱の取締役です。 

    2. 上記各候補者は、会社法第２条第15号および会社法施行規則第２条第３項第７号に規定する

社外取締役候補者であります。 

(2) 提案の理由 

 当社が上場会社に相応しい企業へと脱皮するための経営改革等を実現

し、そのための資本政策等を遂行するためには、実務経験豊かな社外取

締役を参画させた経営の監督機能を強化する必要があります。このよう

な理由から、社外取締役候補者２名の取締役の選任をお願い致したいと

存じます。 

(3) 取締役会の意見 

 当社取締役会としては、会社提案の取締役候補者を選任していただく

ことが、当社の今後の事業展開および経営体制を勘案した結果最適であ

ると考えます。 

 したがいまして、本議案には反対いたします。 
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第５号議案 取締役杉本創氏および取締役中原徹氏解任の件 

(1) 解任の理由 

 取締役杉本創氏および取締役中原徹氏には、次のとおり、職務執行に

関する不正行為又は法令違反行為に該当する事由があるため、解任を求

めます。 

① 取締役杉本創氏に関する解任事由 

  守秘義務違反や消費者保護に関して、取締役としての忠実義務違反

の疑義があるため。 

② 取締役中原徹氏に関する解任事由 

  当社取締役として、相応しくないため。 

(2) 取締役会の意見 

 当社取締役会としては、上記解任の理由に挙げられた解任事由は、具

体性が乏しく客観的根拠が不明であり、また、杉本、中原両取締役とも

に実務経験豊かな有能な人材でありますので、不適当であると判断いた

します。 

 したがいまして、本議案には反対いたします。 

以 上 
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会 場 ご 案 内 図 
 

東京都中央区日本橋室町一丁目５番８号 

社団法人日本橋倶楽部 ４階会議室 

電話 (03）3270―6661 

 

 

 

交通機関 地 下 鉄 銀 座 線 

 〃  半蔵門線 
三 越 前 駅下車 Ａ－４出口徒歩２分

 JR総武線・横須賀線 新日本橋駅下車 徒歩７分 

 J R山手線・中央線 神 田 駅下車 徒歩15分 

 

 




